
東京都中小企業振興ビジョン
来年度の取組の方向性

令和２年１月３０日
産 業 労 働 局



～戦略Ⅰ 経営マネジメントの強化～
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目標：都内の黒字企業
割合５０％超

来年度の取組の方向性

来年度の取組の方向性

１．様々な実情に応じた事業承継への対応

２．多様化する経営課題への対応

３．小規模企業への ICT機器の導入促進

４．中小企業が取り組む販路開拓の推進

 事業承継・再生支援事業【拡充】 447百万円
・アトツギ支援 など

 事業承継M&Aファンド市場の創成【新規】 6,015百万円
・都の出資を通じた複数ファンドの育成

 中小企業SDGs経営推進事業【新規】 16百万円

 下請企業対策【拡充】 121百万円

・働き方改革しわ寄せ防止対策 など

 中小企業に対する総合的な支援事業 149百万円

・悪質クレーム対策【新規】 など

 明日にチャレンジ中小企業基盤強化事業【新規】

1,563百万円

 生産性向上のためのIoT、AI、ロボットの導入支援
156百万円

 ネクスト・目指せ！中小企業経営力強化事業
825百万円

 中小企業新戦略支援事業（団体向け）【新規】
538百万円

第三者承継

親族内承継

複数の事業承継

ファンドを育成

ファンド

ファンド

ファンド

・・・

アトツギ支援強化

事業承継型M&A

 地域金融機関と連携した、計画策定から資金供給までの一気通貫した支援
 発展的事業承継を促す育成プログラム
（研究会、交流会、ピッチ会） など

 大企業ＯＢや起業家などの活用支援 など

＜１．様々な実情に応じた事業承継への対応＞

＜２．多様化する経営課題への対応＞

SDGs経営の推進

働き方改革しわ寄せ
防止対策

悪質クレーム対策

中小企業
振興公社

＜令和2年度予算額＞



～戦略Ⅱ 中小企業の成長戦略の推進～
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来年度の取組の方向性

来年度の取組の方向性

１．中小企業を中心とした共同開発への橋渡し強化

２．市場拡大が期待される新たなトレンドへの開発の促進

３．海外に展開する中小企業が直面する課題への対応

 ５Gによる工場のスマート化モデル事業【新規】 653百万円

 ５G技術活用型開発等促進事業【新規】 275百万円

 中小企業の５G・IoT・ロボット普及促進事業【新規】
1,181百万円

 地域間経済交流事業【拡充】 111百万円

 現地幹部人材育成支援事業【新規】 34百万円

目標：業績成長の都内中小
企業割合５５％以上

連携促進型オープンイノベーションプラットフォーム事業【新規】
102百万円

未来を拓くイノベーションTOKYOプロジェクト 870百万円

＜１．連携促進型オープンイノベーションプラットフォーム事業＞

＜２．５Gの推進＞

・自社工場への５Ｇ導
入をモデル支援
・成果を情報発信

・新たな技術、サー
ビス等の開発促進

・資金面・ビジネス
面からサポート

・５Ｇ、ＩｏＴ、ロボットな
どの先端技術を中小
企業が活用・展開

・社会実装に向けた支
援を実施

工場のスマート
化モデル事業

５Ｇ技術開発
促進

５Ｇ・ＩｏＴ・ロボット
普及促進

＜令和2年度予算額＞



～戦略Ⅲ 起業エコシステムの創出～
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目標：都内の開業率
１２％

来年度の取組の方向性

来年度の取組の方向性

１．より多くの創業者の掘り起し

２．NEXTユニコーン企業の創出

 創業支援拠点（多摩）の設置・運営【拡充】 493百万円

 小中学校向け起業家教育推進事業 92百万円

 高校生起業家養成プログラム【新規】 93百万円

 リスタートアントレプレナー支援モデル普及事業【新規】
201百万円

 共存共栄を図るベンチャー育成事業 424百万円

 スタートアップ・グローバル交流HUB事業【新規】 637百万円

 スタートアップ実証実験促進事業【新規】 209百万円

 行政課題解決型スタートアップ支援事業【新規】 300百万円

 新事業発掘プロジェクト【新規】 286百万円

 連携促進型オープンイノベーションプラットフォーム事業【新規】

（再掲）102百万円

先輩起業家

エンジェル投資家等

事業会社等
成果発信

再チャレンジを目指す
起業家など

＜１．再チャレンジを目指す起業家への支援＞

＜施設イメージ＞

・機 能：地域や業種業界を越えた
マッチング創出

・事業例：育成プログラムの実施
マッチングコンシェルジュの設置
月20回以上の交流イベントなど

・立 地：丸の内
・開 設：令和２年４月（予定）

NEXs Tokyo概要

＜２．共存共栄を図るベンチャー育成事業＞

＜令和2年度予算額＞

スタートアップの
発掘

アイデア・
サービス提供

スタートアップ

＜２．行政課題解決型スタートアップ支援＞

https://4.bp.blogspot.com/-Kjy40xCs8g0/WCVeHw2fVoI/AAAAAAAA_dg/LHTwcW-5d04rut1zmPgCKlUv2KBw20t3gCLcB/s800/youkai_suzaku.png
https://3.bp.blogspot.com/-3jE8fwqqPMM/UZmB6g0YQeI/AAAAAAAATXQ/sWpkbsdYhyU/s800/angel.png
https://4.bp.blogspot.com/-4cs7_7D1wlw/U2LutN8L6hI/AAAAAAAAfvQ/g1Euym_Q8Kw/s800/job_taiiku_man.png
https://3.bp.blogspot.com/-yWq5RoX2ZWY/WvQHB4VGVQI/AAAAAAABL3w/rsR-0lmlsigjGLlMMTNQeJDLpJMpdvXTwCLcBGAs/s800/building_gaitou_vision_on.png
https://3.bp.blogspot.com/-vH-ovJin3ds/VpRvVLoZwhI/AAAAAAAA20E/OmLglWyUAeM/s800/company_white_kigyou.png


～戦略Ⅳ 活力ある地域経済に向けた基盤整備～
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来年度の取組の方向性

来年度の取組の方向性

１．地域における産業集積の維持・発展

２．小規模企業振興基本計画の見直しを踏まえた新たな対応

３．地域コミュニティの核となる商店街づくり

４．中小企業の資金調達の多様化

 多摩ものづくりコミュニティ組成支援事業【新規】 91百万円

 創業支援拠点（多摩）の設置・運営【拡充】（再掲）
493百万円

 地域産業活性化支援事業 1,379百万円

 イノベーション多摩支援事業 138百万円

 小規模企業対策【拡充】 3,339百万円

 商店街チャレンジ戦略支援事業 4,349百万円

 東京都施策推進型商店街モデル事業【新規】 50百万円

目標：都内全ての自治
体の経済成長率プラス

八王子
産業交流拠点
R4.2竣工予定

産業サポートスクエア・
TAMA（産技研・中小公社・

都連など）

創業支援拠点
（立川）

R2開設予定

多摩のイノベーションを促進

 中小企業制度融資（預託金） 200,400百万円

 東京都動産・債権担保融資（ABL）制度【拡充】

1,065百万円

 債権譲渡による資金調達支援【新規】 171百万円

商店街における
キャッシュレス化

商店街における
無電柱化の普及

地域、商店街における
買い物困難者対策

＜１．多摩の産業振興に向けた取組＞

＜２．３．地域や商店街の賑わい創出＞

大企業・大学・商社 など

ものづくりベンチャー

創業支援拠点（多摩）
の設置・運営【拡充】

○大学連携コーディ
ネータ
○ピッチ大会の開催

中小企業グループ

多摩ものづくりコミュニ
ティ組成支援事業【新規】

○中小企業等の開発
ネットワークの形成
○製品開発プロジェク
トを総合的に支援

イノベーション多摩
支援事業

○大企業ニーズと
のマッチング
○研究会、ハンズ
オン など

中小企業

受注型 提案型 連 携

＜令和2年度予算額＞



～戦略Ⅴ 人材力の強化と働き方改革の推進～
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来年度の取組の方向性

来年度の取組の方向性

１．中小企業の状況に応じた効果的な人材確保・育成

２．中小企業における外国人材の受入支援と多様な人材活用の推進

３．働き方改革の更なる推進

４．テレワーク導入率35％達成に向けた切れ目のない支援と、
70％に向けた一層の普及促進

 東京都地域人材確保総合支援事業【新規】 1,098百万円
・区市町村等の取組への支援を再構築

 人材確保支援事業【拡充】 346百万円
・人材確保相談窓口における支援 など

 中小企業の外国人材受入支援事業 491百万円

・「外国人材受入支援センター（仮称）」の設置【新規】

・高度外国人材のインターンシップ【新規】 など

 働き方改革推進事業・働きやすい職場環境づくり推進事業【拡充】
1,032百万円

・専門家によるコンサルティング など

 働き方改革関連法の中小企業適用に合わせた普及啓発の強化
(※残業時間の上限規制等 R2.4月～、有期雇用労働者等に係る同一労働同一賃金 R3.4月～)

・国の働き方改革推進支援センターと連携したセミナー など

 テレワーク等普及推進事業 1,672百万円

・企業の状況に応じたコンサルティングや導入経費の助成

・多摩地域等におけるサテライトオフィスの活用促進【新規】 など

目標：都内企業（従業員30人
以上）のテレワーク導入率70%

外国人材による中小企業の人材確保を支援するためノウ
ハウ提供等のサービスをワンストップで実施

☞相談窓口の常時開設に加え、専門スタッフを月数回配置し、

入国管理等の専門相談にも対応

☞専門家を企業に直接派遣し、企業の状況に応じた具体的な

コンサルティング

☞その他、セミナー、合同企業説明会、インターンシップ

等の多面的な支援を実施

＜外国人材受入支援センター（仮称）＞

テレワークの裾野拡大を図るために、サテライトオフィスの

活用促進等に向けた施策を展開

☞多摩地域等でサテライトオフィスを設置する自治体

や企業等に対して、整備費及び運営費を補助（継続）

☞サテライトオフィスを期間限定で無料開放し、

利用を促進

☞地域団体等と連携し、ワーケーション

（テレワーク＋バケーション）のモデル事業を実施

＜多摩地域等でのテレワークの推進＞

＜令和2年度予算額＞


